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1

佐々木一成 
九州大学 副学長・水素エネルギー国際研究センター長

（主幹教授、次世代燃料電池産学連携研究センター長、
カーボンニュートラル・エネルギー国際研究所、工学研究院教授）

（総合資源エネルギー調査会 水素・アンモニア政策小委員会委員長）
(email) sasaki@mech.kyushu-u.ac.jp  （研究室HP）http://www.mech.kyushu-u.ac.jp/~hup/index.html

（水素センタ－HP）http://h2.kyushu-u.ac.jp/

令和7年度 日団協/日協 需要開発合同セミナー 講演
２０２５年６月１０日

国内最大規模の“実証実験”キャンパス 脱炭素・水素社会実現へ世界と戦う“チーム福岡”

（2025年6月1日作成版）

CG7
テキストボックス
2025年度
第2回業務委員会
資料№5



エネルギーのメガトレンド：脱炭素へ 2

出典（一部加筆）：経済産業省HP http://www.meti.go.jp/committee/sankoushin/seizou/pdf/006_03_00.pdf

炭素：水素＝石炭（固体）   石油（液体）   天然ガス（気体）          水素（気体）
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半世紀前（1969年）にLNG輸入開始 サプライチェーン構築開始



方向性：脱炭素イノベーションと「水素」 （2018年）
3

（エネルギー情勢懇談会、2018年、経済産業省HP http://www.enecho.meti.go.jp/committee/studygroup/ene_situation/007/pdf/007_008.pdf)

社会全体の脱炭素化へ： 電化＋水素化



政策：「水素」がカギ（革新的環境イノベーション戦略、2020年1月策定）
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政府の司令塔：
ｸﾞﾘｰﾝｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ戦略推進会議

「国内再エネ利用拡大（左上）」「海外からの再エネ大量輸入（右上）」「回収CO2の燃料化（右下）」
に「水素」が不可欠： 脱炭素社会の電力＋燃料＋原料をまかなう化学的なエネルギー媒体

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/tougou-innovation/pdf/kankyousenryaku2020.pdf



GI基金事業：脱炭素燃料技術開発
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出典：NEDO グリーンイノベーション基金事業／CO2等を用いた燃料製造技術開発 2024年度WG報告資料（2024年12月20日）
http://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/green_innovation/energy_structure/pdf/027_05_00.pdf



GI基金事業：グリーンLPガス技術開発
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出典：NEDO グリーンイノベーション基金事業／CO2等を用いた燃料製造技術開発 2024年度WG報告資料（2024年12月20日）
http://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/green_innovation/energy_structure/pdf/027_05_00.pdf



全体像：カーボンニュートラル（グリーンイノベーション戦略推進会議、2020年11月）
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電力と非電力（燃料＋原料）の両方の脱炭素化が必要

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/green_innovation/pdf/gi_003_04_00.pdf
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（大量利用、輸送容易、長期貯蔵困難）

（局所利用、輸送困難、長期貯蔵困難）

電気、熱と並ぶ二次エネルギー「水素」＠脱炭素社会

水素
（限定利用、長距離輸送可能、長期貯蔵容易）

燃
料
電
池

・水
電
解

蓄電池

蓄熱

水素ST

（変換技術） （貯蔵技術）

K. Sasaki et al. (Ed.), Hydrogen Energy 

Engineering: A Japanese perspective, 

Springer, (2016). 

●「水素」で多様なエネルギー
（資源） が使いやすくなる！



世界：水素に係る海外動向（世界各国が投資急拡大）
9

産業構造審議会グリーンイノベーションプロジェクト部会資料（2023年2月13日）資料：
https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/green_innovation/energy_structure/pdf/014_04_00.pdf

各国が「水素」を成長産業に位置づけ、民の投資を引き出す官の投資競争が世界的に激化



世界の水素プロジェクト （IEA集計）
10

低炭素水素の製造は2030年に向けて増えると予想されるが、
本格投資決定に向けては高コストなどの課題あり

Source: Global Hydrogen
Review 2023,  IEA, (2023).

https://www.iea.org/reports/global-hydrogen-review-2023
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熱エネルギー変換（燃焼）
（化学エネルギー⇒熱⇒運動⇒電気）

ガソリンエンジン
（Otto cycle, 1876）

【実運転で十数％、
最近は効率アップ、
水素エンジンも】

蒸気タービン【ガスタービン、複合発電、
水素タービンへ】（Rankin cycle, 1854）

ニューコメンの熱機関
(Newcomen, 1712)

【当時の効率約1％】

（日本機械学会編「熱力学」より引用）

内燃機関（集中型）：量的なCO2排出減

水素：使って出るのは水だけ（炭素循環⇒水素循環）！
燃料電池：“燃やさない”直接変換で高効率発電！

電気化学エネルギー変換
（化学エネルギー⇒電気）

業務産業用・発電用燃料電池
（三菱日立パワーシステムズ製、九大伊都設置）

【将来、天然ガスで発電効率約70％へ】

エネファーム
（九大伊都に7台設置）

【家庭で発電効率50%

総合効率約90％超】

燃料電池車
（トヨタ製、九大所有、
世界初の大学公用車）

【車両効率約65％】

燃料
電池

水素
を介して
燃やさず
に発電！

燃料電池（分散型）：質的なCO2排出減



Combustion air

NOx reduction range

Ammonia

Pulverized coal + primary air

水素エンジン
（川崎重工＠ジャパンモビリティショー）

産業用分散電源
（三菱重工＠九大伊都）

家庭用燃料電池
（パナソニック・アイシン・京セラ＠九大伊都）

水素モビリティ
（トヨタ・ホンダ＠九大伊都）

水素タービン・ボイラー
（川崎重工＠経産省資料）

水素商用車
（いすゞ＠スマートエネルギーウイーク）

多様な水素利用技術
12



経済：水素価格と用途拡大（輸送⇒発電⇒化学⇒製鉄）
13

水素価格低下に伴い用途拡大。環境価値もマネタイズして回収（カーボンプライシング等）

（佐々木一成、日本経済新聞「経済教室」2023年5月30日、政府の各種資料のパリティ価格などを参考に作成）

★水素乗用車 【vs.ガソリン】約100円/Nm3

★水素商用車 【vs.軽油】約50円/Nm3

★水素発電 【vs.天然ガス 】約15～30円/Nm3 

★化学工業 【vs.天然ガス】約18円/Nm3

★水素還元製鉄 【vs.石炭】約8円/Nm3

                                                 （最近は14円/Nm3）

水
素
の
価
格

市場規模

30円/Nm3＠2030年政府目標

20円/Nm3＠政府将来目標

約100円/Nm3 現状（人件費や投資を除く）

（水素・アンモニア政策小委員会で

値差支援などの制度設計中）
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene

_shinene/suiso_seisaku/index.html



ジャパンモビリティショー2023
14

水素トラック（日野＋トヨタ）

水素列車（JR東日本）水素FCEV（BMW）

商用車に期待

水素トラック（いすゞ＋ホンダ）

（撮影：佐々木）



供給：水素キャリア（液化水素、有機ハイドライド、アンモニア、メタン）
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（第25回 水素・燃料電池戦略協議会、2021年3月）

各水素キャリアのメリットと課題を踏まえて、並行して技術開発を進め、適材適所で利活用

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/suiso_nenryo/pdf/025_01_00.pdf

産業用ガス
会社！

石油会社！ 電力会社！ ガス会社！

水素を極低
温（20K）で

液化して船
等で運搬

トルエンに水素を化合
させたメチルシクロヘ
キサン（MCH）をケミ
カルタンカーで運搬

石炭火力発電所の排ガ
ス浄化で使っているア
ンモニア（NH3）を燃料

として使用

CO2フリー水素と回収
CO2からのCNメタンを

作って、既存の都市ガス
インフラ活用



海外からの水素の輸入に向けて（例）：川崎重工業
16

（完成前の風景（2019年8月27日））

川崎重工業ホームぺージ：https://www.khi.co.jp/hydrogen/

岸田総理の水素運搬実証式典出席（2022年4月9日）（出典：首相官邸HP）



CN・GXへの400兆円規模の官民投資（経団連）
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日本経済連合会HP「グリーントランスフォーメーション（GX）に向けて」2022年5月17日、https://www.keidanren.or.jp/policy/2022/043.html



「水素基本戦略」改定（2023年6月6日、再生可能エネルギー・水素等関係閣僚会議）
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再生可能エネルギー・水素等関係閣僚会議（2023年6月6日）：https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/saisei_energy/index.html

技術で勝ってビジネスでも勝つ／日本の強みで世界市場獲得／脱炭素＋エネルギー安定供給＋経済成長の一石三鳥



法律：水素社会推進法（推進＋規制）
19

経済産業省HP（2024年2月13日）：https://www.meti.go.jp/press/2023/02/20240213002/20240213002.html などを参考に、佐々木作成

＜本法律＞「夢の燃料＝水素」実装への国のルール
●「15年支援（2030年度～）＋10年継続」で脱炭素燃料導入
の今後25年のレールを引く法律（2024年10月23日施行）
●脱炭素燃料導入での「鶏と卵」の課題に対し、事業者・地域の背中を押す法律

①値差支援（天然ガス⇒水素、石炭⇒アンモニアへ転換する差額支援（３兆円））
⇒始めは高い「脱炭素燃料」を、既存の化石燃料に近い価格にして使いやすく

②拠点整備（各拠点で可能性調査（FS）や詳細設計を行って、拠点構想を具体化）
⇒コンビナートなどの脱炭素化で、地域の雇用確保と産業の脱炭素転換へ

③グリーン化（国際的にそん色ないCO2排出削減効果の低炭素水素等を導入）
⇒燃料・原料のグリーン化で事業者がカーボンニュートラル製品を世界で販売

④国が保安を主導（安全・安心を自治体任せにせず、国が審査・検査）
⇒革新的なシステムは県などの自治体での審査が困難で、国が自ら汗をかく

＜今後の課題＞
●水素は、国内外の再エネを使いやすくできる。グリーン化とエネルギー安全保障
の両面で、国産水素を増やすべき
●国際競争が激化する中で、スピード感とスケール感を持って取り組むべき
●「安全」はもちろん、「安心」のための社会受容性向上を不断に進めるべき
●ファイナンスがついて本格投資がスタート。「バンカブルな水素」にできるか？

衆議院・経済産業委員会（2024年3月29日）



支援：水素社会推進法を踏まえて（値差支援）
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九州水素フォーラム、水素・アンモニア課 廣田課長プレゼン（2025年2月5日）



支援：水素社会推進法を踏まえて（商用車普及）
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経済産業省資料（水素・アンモニア課、2025年1月） https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/mobility_hydrogen/pdf/007_03_00.pdf



支援：水素社会推進法を踏まえて（水素ST重点地域）
22

経済産業省資料（水素・アンモニア課、2025年1月） https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/mobility_hydrogen/pdf/007_03_00.pdf

選定重点地域（中核地方公共団体）：福島県、東京都、神奈川県、愛知県、兵庫県、福岡県



民間の水素ロードマップ（水素バリューチェーン推進協議会、2022年8月29日）
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（一社）水素バリューチェーン推進協議会HP「水素ロードマップ」：https://www.japanh2association.jp/pages/6060688/page_202205201049



民間の水素ロードマップ（水素バリューチェーン推進協議会、2022年8月29日）
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（一社）水素バリューチェーン推進協議会HP「水素ロードマップ」：https://www.japanh2association.jp/pages/6060688/page_202205201049



民間の水素ロードマップ（水素バリューチェーン推進協議会、2022年8月29日）

25

（一社）水素バリューチェーン推進協議会HP「水素ロードマップ」：https://www.japanh2association.jp/pages/6060688/page_202205201049



地域：脱炭素化への水素の貢献（九州） 26

九州：CO2フリー電源比率６１％＠２０２３
（政府の２０３０年目標を達成済！）

（出典：九州電力ホームページ 

http://www.kyuden.co.jp/rate_adj_power_composition_co2.html）

九州電力の電源構成（２０２３年度実績）

（再エネ（揚水を含む）２２％＋原子力３９％＝６１％）

脱炭素へ（61％⇒100％） 脱炭素地域の実現に向けて
（九州の例）

●九州は脱炭素化を国内最速で実現できる
ポテンシャルあり！「水素」は脱炭素化を可能
にする戦略的なエネルギー媒体（脱炭素燃料）

★「電力」の脱炭素化は再エネ＋原子力＋   
水素発電で可能！（アンモニア⇒石炭火力、
水素⇒天然ガス火力、余剰再エネは水素へ）

★「非電力」の脱炭素化は再エネ余剰電力や
海外からのCO2フリー水素で！（モビリティ・
熱・原料・半導体製造への供給）

●今後増える再エネグリーン電力を企業誘致
の強みに！（地域の電力の半分強は、すでに
カーボンニュートラル）

●電化と水素化のグリーン投資を地域へ。
カーボンニュートラルを国際金融都市への転換
や脱炭素イノベーションの好循環へ

●そのための「シンクタンク」が九大！
（エネルギー研究教育機構協力教員約２５０名）

水素
（H2）で
脱炭素化

アンモニア
（NH3）で
脱炭素化



大学：社会に多様な価値を提供！九大水素関連の取組
27

エネルギー研究教育機構（総長が機構長。オール九大で今世紀後半のエネルギー社会を提案）

水素タウン 

（世界最大規模、150台の
燃料電池が集中設置）

世界トップレベル研究拠点プログラムシンボルマーク

（稲盛フロンティア
研究センター）
（世のため、人のための

未来科学研究⇒プログラムへ）

水素エネルギー
システム専攻
（世界初。工学府に
平成２２年度新設）

次世代エネルギー
実証施設
（大学発技術を

キャンパス内で実証）

水素ハイウェイ
（九大水素キャンパスから、

全国へ展開）

カーボンニュートラル・
エネルギー国際研究所

（英語が公用語の
世界トップレベル国際研究所）

技術
実証

人材
育成

未来科学 国際連携

社会実装
センターオブイノベーション
（社会実装のためのイノベーション拠点）

産学官地域連携：基礎基盤研究から産学共創、そして本格普及へ

産学連携

水素エネルギー
国際研究センター

（水素・燃料電池インキュべーター）

水素材料
先端科学研究センター

（水素に触れる材料に関する集中研）

水素エネ

基盤研究

次世代燃料電池
産学連携研究センター
（次世代燃料電池の世界初の
本格的な産学連携集中研）

（公財）水素エネルギー
製品研究試験センター（福岡県）
（伊都近郊に立地。産業化を支援）

燃料電池

http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/20/03/08031302.htm


研究：燃料電池・水素エネルギ－の研究開発
28

基盤工学 ●原子～デバイス～システムレベルの可視化など

要素技術 ●電極触媒・電解質材料・周辺材料
●革新的コンセプト・社会モデル

中核技術 ●燃料電池高効率化・高出力化・高耐久化
●可逆燃料電池（発電+水電解）

技術実証
●定置用高効率燃料電池システム
●移動体用燃料電池システム
●再エネ水素エネルギーシステム

【将来のあるべき姿へ】
ゼロエミッションモビリティ
超高効率エネルギ－システム
「脱炭素・水素社会」実現

社会実装

次世代燃料電池
超高効率発電

水素ステーション・
燃料電池自動車

経
産
省
・環
境
省
な
ど

文
科
省
な
ど



研究（例）：不可能を可能にするチャレンジ（九大佐々木）

【2030年以降のFCV用
燃料電池の創製】

2030年やその先の産業界目標を達成
する「タフな燃料電池」を創製し、乗用
車のみならず、更なる高耐久化が欠か
せない商用車（トラック、バス、船舶、
列車）などへの用途拡大と本格普及に
つなげる。（NEDO事業実施中）

【電気も水素も作れる
可逆セルの創製】

オリジナルの電極材料で、水蒸気電解
での水素製造と高効率燃料電池発電
が両方でき、再エネ変動も調整。
（MITとのNEDO国際事業⇒JST事業実施中）

燃料電池発電水素製造（電解）

可逆に
作動！
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給電 給電＋蓄エネ

電池 乾電池（一次電池） 蓄電池（二次電池）

燃料
電池

（通常の）燃料電池
可逆セル

（“二次燃料電池”）



水素エネルギー国際研究センター：水素キャンパス具現化
30

伊都キャンパス＝１０年後、２０年後の未来社会が見える
「タイムマシン」！学生は日々未来を夢見て勉強して社会へ！

水素社会
ショールーム

水素・燃料電池
実証サイト
（エネファーム

設置）

燃料電池足湯
（エネファーム）

太陽電池パネル
（再エネ水素
製造用）

水素ステーション
（２００５年設置）

風力発電機
（再エネ水素
製造用）

FCV駐車場

水素エネルギー
国際研究センター（HY30）

「見える化サイト」
（電気＋ガス＋水素量）

世界最大規模の
水素エネルギ－
常設ショーケ－ス！

●九大水素モーター
ショー開催（21/3/19）

●水素自動車（FCV）

●定置用燃料電池

未来の「水素社会」を延べ５万人超が視察・見学⇒環境大臣表彰（2019年12月）
現在は、６万８千人超に到達⇒“水素社会について一緒に考える聖地”



九州大学が世界に先駆けて2010年度に発足させた世界オンリーワンの水素分野の大学院専攻！
●学部：工学部・機械航空工学科生への徹底的な機械系基礎教育（四力学中心）
●修士課程：院試で厳選した修士学生への視野を広げる教育（電気化学、機能材料学、政策論など）
●修士+博士課程：水素エネルギー・燃料電池に関係する最先端研究に従事
●グロ－バルに活躍できる研究者・技術者の育成（国際会議積極派遣、英語公用語化、留学支援等）

九州大学「水素エネルギーシステム専攻」教育全体像

政策論政策論
エネルギー政策、社会受容性

低炭素エネルギー学

マネジメントマネジメント
研究開発マネジメント、普及戦略

電気化学電気化学
燃料電池、触媒

水素エネルギー工学

熱力学・熱工学熱力学・熱工学 材料力学・強度学材料力学・強度学

安全工学安全工学
保安技術、脆化、燃焼

機能材料学機能材料学
金属、高分子、セラミックス

エネルギー工学エネルギー工学
製造・輸送・貯蔵・利用、風力、太陽光、原子力、再生可能技術

実学教育・
産学連携

企業インターンシップ、
戦略会議との連携、

産業界技術者との交流、
産業界向け発表機会提供

実学教育・
産学連携

企業インターンシップ、
戦略会議との連携、

産業界技術者との交流、
産業界向け発表機会提供

国際性を高める
教育

海外インターンシップ（留学）、
外国人教授陣と英語講義の
充実、国際会議発表

機会提供

国際性を高める
教育

海外インターンシップ（留学）、
外国人教授陣と英語講義の
充実、国際会議発表

機会提供

材料・プロセス・システムを理解する機械系人材の輩出材料・プロセス・システムを理解する機械系人材の輩出

機械系基礎科目機械系基礎科目
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社会にとって「水素」とは？（脱炭素社会を回せる燃料！）
32

【エネルギー・環境へのメリット】
●エネルギーを無駄なく使える社会へ
●消費者がエネルギーを選べる時代へ
●原油（中東、国際政治）に過度に依存しない社会へ
●排気ガスがない社会へ
●炭素循環社会から水素循環社会へ
【経済・社会へのメリット】
●貿易赤字要因（エネルギー輸入代金）の削減へ
●集中型から分散型の社会へ
●地産地消の社会へ
●個人や地域が自立した社会へ
【課題・リスク】
●更なる低コスト化
●長期にわたる技術開発
と普及戦略

●社会受容性

佐々木一成、日本経済新聞「経済教室」2015年4月20日
Kazunari Sasaki, Nikkei Asian Review, pp. 60-61, May 18-24, 2015

水素・アンモニア政策
小委員会／

脱炭素燃料政策小委員会／
水素保安小委員会 

合同会議
  （生中継・録画）
●第１回 22年3月29日
●第２回 4月18日
●第３回 4月27日
●第４回     8月26日
●第５回        10月 7日
●第６回           11月16日    
●第７回        12月13日
●第８回    23年 5月17日
●第９回            10月4日
●第１０回        10月25日
●第１１回        11月14日
●第１２回 11月28日
●第１３回 12月  6日
●第１４回 24年6月7日

●日本：水素は輸入と国産が両方可能！
⇒エネルギー安全保障に貢献！

●世界：水素は再エネを世界商品に！
●本格普及には官民の長期投資が不可欠
（値差支援３兆円は一過性。持続的なスキームは？）



(公財)日本賃賞住宅管理協会 京都府支部 様

EJ認知拡大に向けた取組。連携のご相談

2025年3月 時点での内容資料となつております
ガス石油機器工業会、日本ガス体エネ)レギー普及促進協議会、ベターリビング

2025年 6月 20日
(―社)日本ガス石油機器工業会

既築集合住宅におけるエコジヨ…ズ
・
普及へのボトルネック

・新築住宅においては一定程度エコジョーズの導入が進んでいるものの、特に既築集合住宅におけるエコ

ジョーズ化が進んでいない。
・既築集合住宅における給湯器導入に関わる住宅の居住者、賃貸住宅オーナー、給湯器販売・施工者い

ずれにもボトルネックがあるど考えている。
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居住者 給湯器販売・施工者賃賞住宅オーナー等

・エコジョーズの省工才、1生に
ついて認識していない
。省エイ、設備の有無を基準
に住宅を選ぶことが少ない

・省エイ、設備導入による費
用メリットがオーナーに生じ

ない
。省工孝、設備導入による入

居率向上脚 待されてい

ない

・エコジョーズ導入の意義や
メリットを認識しておらず、
安価な従来型給湯器を
優先的に取り扱う
。ロ ジョーズを普段取り
扱つておらず必要な工事
等が分からない

2
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目指すべき姿と必要な取組み
。居住者が「省工才、設備の導入有無」を賃賞住宅を選ぶにあたる重要な基準とする機運を醸成することがで
きれば、賃賞住宅オーナーは物件が選(飾るためにエコジョーズ導入を積極的に行うのではないか。
。その際に、給湯器販売・施工者力江コジョーズ導入の意義やメリットを認識した上で、エコジョーズを積極的
に提案し、エコジョーズ導入に必要な工事等を把握していれば導入がスムーズに進むのではないか。
。また、省エネで快適かつ健康な生活を実現する、窓リノベエ事受注を可能とする開田部業界との工事の
運携が進め|よ 両者の売り上此 向上し、さらに取組み力均日速するのではないか。
・このような姿を目指すために、以下の取組みを考子いたい。

目与旨すべき姿

必要な取組

PR手段

。「省エネで1映適な設備の導入
有無」が住宅選択の重要な
基準となる

。省エイ、き1位ラベ,レの認知拡
大に向けたPR
・工]ジョーズの省エネ1生、光熱
費削減効果をPR
・窓リノベの省球 性、生活環
境病抑制効果をPR

・地域メディアでの広告
・イベント参カロ

・入居率向上のためには省工

ネで快適な設備導入が必要
と考え、エコジョーズや窓リノベ

等省エヤ、設備を積極的に導
入する

。省エネ部位ラベ)レの内容や意
義、入居率や関心向上効果
をPR
。エコジョーズの省エネil生、光熱
費削減効果をPR

・工]ジョーズのメリットを宍日り、
給湯器交換時に積極的に提
案する
。エコジョー舜導入に必要な工
事を把握
・窓リノベエ事等の受注

・工]ジョーズの省エネfl生、光熱
買削減効果をPR
・エコジョーズ導入に必要な工
事を説明
・開口部業界との工事連携の
説明

。説明会

環境省 ラ拍活応援隊

全国賃賞住宅新聞社

日本賃貸住宅管理協会 様

・賃貸住宅オーナー向けメディ
アでの広告
・セミナー

向 汚事業としての採択に向けた助言、連携先の紹介

・周知対象地域の検討、メディア活用について助言

・周知対象地域の検討
・周知対象地域におけるセミナー実施に向けた協力
(日管協地方支部様への紹介、セJ―参加者募集等)
・周知活動を合同で実施
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取組みを行う枠組み、連携
・取組みを効果的に進めるために、地域を絞つた周畑活動を行いたいと考えている。
・対象地域 (こついては日管協、全国賃貸住宅新聞社と相談し、①賃貸住宅が多い②賃賞住宅オーナーの
繋がりが強い③地域の給湯器販売・施工会社の協力が得られやすい (企業数が少ない、協力的等)地
域を選択する。
・居住者様や賃賞オーナー様ムの魅力をよリー層増大させる窓リノベエ事提案と受注を可能とする開口部
業界との工事連携取組みを並行して進める。
・『デコ活」事業としての実施で、環境省デコ活応援隊と議論を始めており、実施内容の確定に向けてデコ
活応援隊の助言を得ながら検討を進める。
・賃賞住宅検索サイトと連携し、オーナーヘの訴求方を高めるデータ収集や入居者向けの広告掲載を検討。

開田部業界
((―社)建築開田部協会)

賃貸住宅検索サイト (協議中) ・オーナーヘの訴求力を高める材料として、省I祷負備の導入が入居
率維持。向上に繋がること、関心がもたれやすいことをデータを提供
・賃貸住宅検索サイトに、居住者へ省工褥負備のメリットを訴求する広
告を掲載

4

連携先



■自治体のドレン排水ルールを雨水処理に変更し、高効率給湯器を導入しやすいエリアの増加に注力後、

他省庁と連携し賃貸住宅での省エネ`陛能表示の普及に向けオーナー・消費者へ働きかけ、需要を創出

デヨ活における取組方向性。座組の全体像(1/2)
取組方向性の全体l象 (宰 ):

ど参考資料 ◆
環境省

これまでの官民の取組 デコ活における取組の方向性案

口交省がドレン

"子

水の雨水処理が

可能である里覚改めて脚 、

経産省が各自治体のルールについて

アンケートを難 中

ドレ羽愕F刑レ…ル変更により高効率率棚 呂を導入しやすいエリアを増力|させたのち、賃

賞検討ユ

ドレ】用F渕♭―ル変更IEついて熱界団体が

自治体下水道部門に働きかけるも難航

・ 管轄部 (下水道部門)に働きかける
ものの、検討のイ:A:ンテイブがTヽ足

o人口/世帯数TO
ィ汚水,レール自治体の環身 下水道

部門ヘルー)レ変更におけるボ

高効率給湯器の需要創出に向け、

賃貸住宅での省堅利田認表示の普及に

おいて他省庁と連携の余地の可能性

・ 賃貸住宅で1よ省囃 宅設備導入の

オーナーの意欲舶 く普及が漢性航
o国交省主導で省諄 性能表示の普及に
向けた活動が開始。省間連携での 取

組により、性能表示および省エネ、住宅設

備の普及を加速できる可含pl生

・ 俄 家で孵 器点検日寺やり
震猛が
よ

実務者レ岬レでのさらなる提案が必要)

1ター公外となる自治体は、経産省のアカ ートの動向も踏まえ、滴官更芹斤を想定

■ 住宅の省エネ性能表示制度 謗 考資料

2024年4月から住宅・建築物を販売。賃貸する事業者に対して、販売等の対象となる住宅。建築物の省

工才、ルギー性能を表示することが努力義務化され、新築建築物の販売等の際は所定のラNレを広告等に

表示する必要がある。

ヒアリングした後、解消のために必要な

情報を提供、ルール変更につして議論
―汚水ルール自治体のボト)レネック(E基

づき、雨水ルール自治体へ郎要想情

革限をリクエスト

・その他の自治体△は説明会等を実施し、

ルール変更済み自治体の取組を横展開

また、建築時に省工才、
fl生能を評価していない既存建築物等、

象とした、省工才、1性能の向上に資する改修等を行つた部位を表示す

月1日より新たに設定された。

省工7ヽ
1阻
百ピフベ

'

′丁ヽフ′`)レ 日 上イヽ 百pl里ノ′ヽ ル

共
獅二孝ilte〕 リ

既存住宅
住宅

“

lP)

出典 :国土交通省HP

る「省エネ部位ラ剣レ」が2024年 11

3

壽エネ激l常′どじ

!攀 20244省 エネ性能ラベル表示制度開始

省エネ性能ラベルの表示が努力義務

(新築住宅 ,非住宅)     |

各種基準引き上げ

芹ll等 級追加

202411省 エネ部位ラベル表示制度開始

省エネ部位 ラベルの表示が可能に

(既存住宅 )

2050カ ーボンニュー トラル

既存ス トックを含めた全体平均で、

ZEH,ZEB水 準の省エネ性能を確保

:鶴

|■
`●

:

20254省エネ基準適合義務化
※建築確認 には適合がみ須

2030温室
'力

果ガス 46%減 (2013年度比 )

新宰ソされる建築物について

Zこ H ZEB水準の雀エネ性能をoど保

出典 :国土交通省 建築物省エ

ネ法に基づく省エネ性能表示制度

事業者向け拙要資料 省エネ部

位ラベル解謝板

Stepl
ドレン

"F水

ルール変更

給湯器等の省謀 住設の普及促進に向け、

・消費者が省工
'7、

を家選びの軸の一つとする

行動変容り促進
―省エネ、l性能表示の認知拡大等

ψJ:省エネ、性能フWレの消費者への
接触機会のよ曽加 等)

oオーナーヘの省誅 性能表′丁ヽ/高効率

給湯器等の省エデr、住設の導入を促注
―省エネ、l性能を表示する物件への

消費者の反響をアピール
ー高効率給湯器等礎 宅設備の

省エイムの寄与度を訴求
―補助金等の支援制度を訴求

―ナー双方に働きかけ

Step2
認知拡大

断熟性能

エネルキー

消費性能 ☆☆☆棄柔票
命0「3‐ r√

「
√ 賃

目安光熱費      !ラ lzにい,,'

約000万円/年    は,牽しなtⅢ かつ廷
'こ 'そ

住tとこ

うアえ軽■■・′ⅢⅢ■藍ri韓―や魁ヽヤネ′卜・セロ・こネルギーIQ

省エネ性能ラベル

盟窓 : 口給湯器

省エネ部位ラベル

鯉硼 瞬
11.  「1

盟空船設篤 L

、′i節湯氷栓  
「

20232022

長期優良住宅認定基準引き上げ 4



■ 住宅省エネ2025キヤンペーン関連
。既存賃賞集合住宅の省エイ、1ヒ支援事業

令和6年12月6口時点版>
(予定)
今後、変更になる〕曝合があります。

住宅省エネ2024キャンペーンと4住宅省エネ2025キャシベーンにおける賃貸集合給湯省エネ事業の変
更点 tよ以下の通り。

補助額の変更

2024キャンペーシ 2025キャンペーン

追し塚こき機能なし:5万円/台

追し塚とき機能あり:7万円胎

追い焚き補と能なし,5万円/台
※共用廊下を横断してドレシレールを致設した場
合は8万円/台

追い焚き機能あり,7万円/台
※浴室へのドレン水排水 (三方弁、三本管 (二重
管含む))ェ事の場合は10万円/台

車講台数要得の経和

2024キャ,民―ン 2025キャ,ミーン

原則朗勲所とり2台以上の取薔が対象 朗期就とり1台似上の取薔が対象

以上

らの 更点な

追記　2025年6月17日現在
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